
H25.8時点

1 制定済 なし

2 制定済 あり
人権擁護推進員の必置、災害対
策推進員の必置、安全管理対策
推進員の必置

適用事例あり
人権擁護、災害対策、安全管理対
策の推進

3 制定済 あり
人権擁護推進員の必置、災害対
策推進員の必置、安全管理対策
推進員の必置

適用事例あり
人権擁護、災害対策、安全管理対
策の推進

4 制定済 あり
4人以下、記録5年保存、人権擁護
推進員の必置等

適用事例あり

・入所者や地域のニーズに合わせた
施設の整備
・検査、返還請求の実効性の確保
・人権擁護、災害対策、衛生管理対
策の推進

5 制定済 なし

6 制定済 あり
4人以下、記録5年保存、人権擁護
推進員の必置等

適用事例あり

・入所者や地域のニーズに合わせた
施設の整備
・検査、返還請求の実効性の確保
・人権擁護、災害対策、衛生管理対
策の推進

7 制定済 あり
人権擁護推進員の必置、災害対
策推進員の必置、安全管理対策
推進員の必置

適用事例あり
人権擁護、災害対策、安全管理対
策の推進

8 制定済 なし

9 制定済 なし

10 制定済 あり 同居親族要件 適用事例あり
従来から入居資格を有する者の入
居機会を確保

11 制定済 あり
緊急車両通行のための幅員の拡
大、歩道の幅員の縮小

適用事例なし
・緊急輸送路等の防災機能の強化
・最小幅員の引き下げにより、交通
安全の確保及び整備の促進

12 制定済 あり
ローマ字表記の拡大、景観に配慮
した寸法の縮小

適用事例なし

・外国人への案内サービスの向上が
図れる。
・標識による景観の阻害が懸念され
る場合に柔軟な対応が可能。

（５）独自基準により見込まれる効果

へき地教育振興法

道路法（道路標識の基準）

介護保険法

№

障害者自立支援法

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提
供の推進に関する法律

公営住宅法（整備基準）

公営住宅法（入居基準）

義務付け・枠付けの見直しによる和歌山県の独自基準一覧

児童福祉法(上記以外の基準）

老人福祉法

職業能力開発促進法

（１）条例の制定
状況

（４）独自基準の
適用

【地方分権改革推進計画・第１次一括法】

道路法（道路の構造の技術的基準）

（３）独自の部分

児童福祉法（保育所の設備及び運営に関する基準）

法律名
（２）独自の条例
の有無



13 制定済 なし

14 制定済 なし

15 制定済 なし

16 制定済 なし

17 制定済 なし

18 制定済 あり
人権擁護推進員の必置、災害対
策推進員の必置

適用事例あり 人権擁護、災害対策の推進

19 制定済 あり
人権擁護推進員の必置、災害対
策推進員の必置、安全管理対策
推進員の必置

適用事例あり
人権擁護、災害対策、安全管理対
策の推進

20 制定済 あり
人権擁護推進員の必置、災害対
策推進員の必置、安全管理対策
推進員の必置

適用事例あり
人権擁護、災害対策、安全管理対
策の推進

21
制定主体で
はない

22 制定済 なし

23 制定済 なし

24 制定済 なし

25 制定済 なし

26 制定済 なし

27
制定主体で
はない

28 制定済 なし

（５）独自基準により見込まれる効果

生活保護法

（２）独自の条例
の有無

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す
る法律（交通安全特定事業により設置される信号機
等に関する基準）

医療法

都市公園法

№

障害者自立支援法

博物館法

下水道法

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す
る法律（移動等円滑化のために必要な道路の構造に
関する基準）

【地域主権戦略大綱・第２次一括法】

法律名
（１）条例の制定

状況

食品衛生法

（３）独自の部分

図書館法

職業能力開発促進法

介護保険法

（４）独自基準の
適用

特定都市河川浸水被害対策法

水道法

社会福祉法

児童福祉法



29 制定済 あり 園路の勾配及び排水溝 適用事例あり

・よりバリアフリー化に資する施設と
なる。
・和歌山県福祉のまちづくり条例と
の整合正を確保

30 制定済 なし鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す
る法律（特定公園施設の設置に関する基準）


